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適正船腹量の策定について

１．適正船腹量策定の対象船舶

適正船腹量は、次の船種について定めることになっている。（内航海運業法施行規則第１条の２第１項）

① 貨物船（昭和３９年度より策定）

② セメント専用船（セメントの運送に適した構造を有する貨物船）（昭和４０年度より策定）

③ 自動車専用船（自動車の運送に適した構造を有する貨物船）（昭和５２年度より策定）

④ 土・砂利・石材専用船（土、砂利（砂及び玉石を含む。）又は石材の運送に適した構造を有する貨物

船）（昭和６２年度より策定）

⑤ 油送船（昭和３９年度より策定）

⑥ 特殊タンク船（高圧若しくは腐しょくに耐え、又は温度を一定に保つ特殊な構造の液体貨物用タンクを

有する貨物船）（昭和４１年度より策定）
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２．適正船腹量の算定方法

①
主要品目別需要量
等の見通しを立て
る ③ ④

船種別輸送量 船種別輸送量（年間） ⑧
（年間）を想定する を月間輸送量に修正す Ｄ／Ｗ又は からâ

② る。 （Ａ） Ｇ／Ｔへの換算
主要品目別の需要
量等実績と内航輸
送量実績から海送
比率を設定する

⑦ ⑨
Ｄ／Ｗ又は 表示â
の適正船腹量の算定 適正船腹量の算定
（Ａ）÷（Ｂ）＝（Ｃ）

⑤
船種別輸送量実績 ⑥
と船種別現有船腹 船種別輸送原単位
量（Ｄ／Ｗ又は の適正値を想定すâ
から船種別輸送原 る （Ｂ）
単位の実績を求め
る
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・主要品目別需要量等の見通し（案）・・・①

実 績 推 計
項 目 需 要 量 等 の 予 測

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

粗鋼国内需要量 平成15年度については、業界団体のヒアリング等
81.7 71.8 74.6 75.0 74.0 73.0 72.1 71.2 から0.5%増と推計。16年度以降は1.3%ずつ減と推

（ 百 万 ㌧ ） 計。(注１)

石 灰 石 国 平成15年度については、業界団体のヒアリング等
内 生 産 量 181.8 174.5 168.1 166.3 165.4 165.4 165.4 165.4 から1.1%減と推計。平成16年度は15年度の0.5%減
（ 百 万 ㌧ ） で16年度以降は横ばいと推計。(注１)

セ メ ン ト 国 内 平成15年度については、「主要建設資材月報需要
需 要 量 71.4 67.8 63.5 61.0 61.0 61.0 61.0 61.0 予測」（国土交通省）に基づき3.9%減と推計。平成
（ 百 万 ㌧ ） 16年度以降は横ばいと推計。

自 動 車 国 内 平成15年度以降については、業界団体のヒアリン
出 荷 台 数 5.7 5.6 5.5 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 グ等からほぼ横ばいと推計。
（ 百 万 台 ）

海 上 空 港 平成15年度以降については、海上空港埋立計画等
埋 立 土 量 46.3 108.0 98.9 57.4 42.0 18.0 16.0 12.0 から推計。
（百万立方 ）メートル

砂利・砂・石材 平成15年度については、セメント国内需要見通し
需 要 量 572.6 543.6 509.1 489.1 489.1 489.1 489.1 489.1 等を踏まえ3.9%減と推計。16年度以降は横ばいと推
（ 百 万 ㌧ ） ( ) 計。実績見込

石油国内需要量 266.3 253.6 261.8 251.1 245.2 242.2 240.4 239.2 平成15年度については「平成15年度～19年度石油
（ 百 万 ㌔ ㍑ ） 製品需要見通し」（資源エネルギー庁）等に基づき

減(4.1%)と推計。平成16年度以降も同計画等に基
黒 油 75.9 66.5 70.4 63.5 59.6 58.1 57.3 57.1 づき推計。（注２）

白 油 190.4 187.1 191.4 187.6 185.6 184.1 183.1 182.1

注１．貨物船で輸送される品目には、鉄鋼、石灰石の他に穀物、石炭製品等があるが、これらについては、ＧＤＰとの相関性の高い物質（穀

物、農産品等）と低い物質（石炭、金属等）とに分類を行い、高いものについてはＧＤＰ予測から推計を行い、低いものについては横ば

いとして推計。

２．油送船で輸送される品目には、ケミカル等があるが、これらについては、資源エネルギー庁による需要見通しがないので、内航タンカ

ー組合からのヒアリングにより推計。

３．特殊タンク船については、内航タンカー組合のヒアリングにより推計。
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・海送比率の見通し（案）・・・②

海 送 比 率（％）

品 目 実 績 推 計 海 送 比 率 の 予 測

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

平成15年度については、近年の海送比率の推移等
鉄 鋼 66.8 70.6 67.5 68.3 68.3 68.3 68.3 68.3 を踏まえ推計。平成16年度以降については横ばいと

推計。

平成15年度については、近年の海送比率の推移等
石 灰 石 32.5 33.0 32.9 32.8 32.8 32.8 32.8 32.8 を踏まえ推計。平成16年度以降については横ばいと

推計。

平成15年度以降については、臨海大型工場への生
セ メ ン ト 70.2 71.7 71.0 71.7 71.7 71.7 71.7 71.7 産シフト等から13年度の横這いと推計。

平成15年度については、近年の海送比率の推移等
自 動 車 58.7 60.8 65.5 61.7 61.7 61.7 61.7 61.7 を踏まえ推計。平成16年度以降については横ばいと

推計。

平成15年度については、近年の海送比率の推移等
砂利・砂・石材 17.8 17.8 17.8 17.8 17.8 17.8 17.8 17.8 を踏まえ推計。平成16年度以降については横ばいと

( ) 推計。実績見込

平成15年度については、近年の海送比率の推移等
石 黒 油 90.4 90.3 83.9 88.2 88.2 88.2 88.2 88.2 を踏まえ推計。平成16年度以降については横ばいと

推計。

平成15年度については、近年の海送比率の推移等
油 白 油 51.9 53.2 50.7 51.9 51.9 51.9 51.9 51.9 を踏まえ推計。平成16年度以降については横ばいと

推計。
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・船種別輸送量の見通し（案）・・・③

実 績 推 計

船 種 品 目

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

鉄 鋼 54.6 50.7 50.3 51.2 50.6 49.9 49.2 48.6

石 灰 石 59.1 57.6 55.3 54.6 54.3 54.3 54.3 54.3

貨 物 船

（ 百 万 ㌧ ） その他貨物(注1) 109.4 103.7 101.1 101.1 101.1 101.7 102.4 103.0

小 計 223.0 211.9 206.7 207.7 206.8 206.8 206.8 206.9

セ メ ン ト 専 用 船
セ メ ン ト 49.3 47.9 44.5 43.0 43.0 43.0 43.0 43.0

（ 百 万 ㌧ ）

自 動 車 専 用 船
自 動 車 4.0 4.1 4.4 4.2 4.2 4.2 4.2 4.2

（ 百 万 ㌧ ）

土 ・ 砂 利 ・ 石 材

専 用 船 土・砂利・石材 133.5 145.1 140.1 174.8 153.6 117.7 114.0 108.0

（ 百 万 ㌧ ） ( )実 績 見 込

黒 油 68.6 60.0 59.1 56.0 52.6 51.2 50.6 50.3

白 油 98.9 99.6 97.0 97.4 96.3 95.6 95.0 94.5

油 送 船

（ 百 万 ㌔ ㍑ ） そ の 他 ( 注 2 ) 20.3 19.1 17.0 17.0 17.0 17.0 17.0 17.0

小 計 187.8 178.7 173.1 170.4 165.9 163.8 162.6 161.8

特 殊 タ ン ク 船
高 圧 ガ ス 等 25.7 23.3 22.6 22.6 22.6 22.6 22.6 22.6

（ 百 万 ㌧ ）

注１．貨物船の「その他貨物」とは、鉄鋼・石灰石を除いた穀物、石炭製品等である。

２．油送船の「その他」とは、油脂、ケミカルである。
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・船種別輸送原単位の見通し（案）・・・⑤、⑥

原 単 位

船 種 実 績 推 計 原 単 位 の 予 測

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

過去の輸送原単位の実績等を踏まえて、平成15年

貨 物 船 6.73 6.25 6.60 6.74 6.75 6.76 6.77 6.78 度については推計。平成16年度以降については、漸

増傾向と推計。

過去の輸送原単位の実績等を踏まえて、平成15年

セメント専用船 6.20 5.92 5.56 5.86 5.86 5.86 5.86 5.86 度については推計。平成16年度以降については、横

ばいと推計。

過去の輸送原単位の実績等を踏まえて、平成15年

自 動 車 専 用 船 2.58 2.77 3.03 3.03 3.03 3.03 3.03 3.03 度については推計。平成16年度以降については、横

ばいと推計。

土・砂利・石材 過去の輸送原単位の実績等を踏まえて、平成15年

12.51 10.30 8.99 13.69 13.67 13.49 13.41 13.33 度については推計。平成16年度以降については、減

専 用 船 ( ) 少と推計。実績見込

過去の輸送原単位の実績等を踏まえて、平成15年

油 送 船 9.20 9.01 9.78 10.08 10.08 10.08 10.08 10.08 度については推計。平成16年度以降については、横

ばい。

過去の輸送原単位の実績等を踏まえて、平成15年

特 殊 タ ン ク 船 6.13 5.55 5.96 6.26 6.26 6.26 6.26 6.26 度については推計。平成16年度以降については、横

ばいと推計。
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３．平成１５年度～１９年度内航適正船腹量（案）

現 有 船 腹 量 適 正 船 腹 量
船 種

（Ｈ１５．９．３０） １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

１，５８２ １，５７２ １，５７０ １，５６７ １，５６５
１，５６８千Ｇ／Ｔ

（▲１４） （ ▲４） （ ▲２） （ １） （ ３）
貨 物 船

２，６３２ ２，６１６ ２，６１２ ２，６０８ ２，６０４
２，６０９千Ｄ／Ｗ

（▲２３） （ ▲７） （ ▲３） （ １） （ ５）

３９９ ３９９ ３９９ ３９９ ３９９
４３１千Ｇ／Ｔ

（ ３２） （ ３２） （ ３２） （ ３２） （ ３２）
セメント専用船

６４６ ６４６ ６４６ ６４６ ６４６
６９８千Ｄ／Ｗ

（ ５２） （ ５２） （ ５２） （ ５２） （ ５２）

１４９ １４９ １４９ １４９ １４９
１４１千Ｇ／Ｔ

（ ▲８） （ ▲８） （ ▲８） （ ▲８） （ ▲８）
自 動 車 専 用 船

１２０ １２０ １２０ １２０ １２０
１１４千Ｄ／Ｗ

（ ▲６） （ ▲６） （ ▲６） （ ▲６） （ ▲６）

６２７ ５５１ ４２８ ４１７ ３９８
６４０千Ｇ／Ｔ

土・砂利・石材 （ １３） （ ８９） （ ２１２） （ ２２３） （ ２４２）

専 用 船 １，１５２ １，０１４ ７８７ ７６７ ７３１
１，１７９千Ｄ／Ｗ

（ ２７） （ １６５） （ ３９２） （ ４１２） （ ４４８）

６９２ ６７４ ６６５ ６６０ ６５７
７３２千Ｇ／Ｔ

（ ４０） （ ５８） （ ６７） （ ７２） （ ７５）
油 送 船

１，４９９ １，４６０ １，４４１ １，４３０ １，４２４
â１，５８６千

（ ８７） （ １２６） （ １４５） （ １５６） （ １６２）

２００ ２００ ２００ ２００ ２００
２０５千Ｇ／Ｔ

（ ５） （ ５） （ ５） （ ５） （ ５）
特 殊 タ ン ク 船

３０９ ３０９ ３０９ ３０９ ３０９
３１７千Ｄ／Ｗ

（ ８） （ ８） （ ８） （ ８） （ ８）

３，００７ ２，９８２ ２，９７０ ２，９６３ ２，９５８
小 計 ３，０７７千Ｇ／Ｔ

（ ７０） （ ９５） （１０７） （１１４） （１１９）
（土・砂利・石材

千Ｄ／Ｗ ５，１８２ ５，１３２ ５，１０９ ５，０９４ ５，０８４
専用船を除く） ５，３２４ ・

千 （１４２） （１９２） （２１５） （２３０） （２４０）â

注１．（ ）内は現有船腹量に対する船腹過剰量である。

２．適正船腹量の策定にあたっては、季節別輸送量の変動を考慮して、月間海送量が４番目に高い月（４番月）を採用している。

３．適正船腹量の策定は、中長期的な需要予測に基づくものであり、短期的な増加分については考慮していない。

４．土・砂利・石材専用船については、平成15年度以降、関空２期工事・中部国際空港等の埋立工事がピークを過ぎることから、計算上、

大幅な船腹過剰が予想されている。しかし、現実には現有船腹量のうち、総トンの33％(212千G/T)、載貨重量トンの29％(344千D/W)は

自家用船舶の臨時投入であり、工事終了と共にこれらが撤退することから、極端な船腹過剰は発生しないものと考えられる。




